




 

認第 ６ 号 

 

令和４年度橿原市上水道事業会計決算認定について 

 

 

令和４年度橿原市上水道事業会計決算を認定に付する。 

 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

橿原市長  亀 田 忠 彦 

 

 

 

理由 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくものである。 
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令 和 ４ 年 度 橿 原 市 上 水 道 事 業 報 告 書 

１ 概    況     

  (1) 総 括 事 項       

  本年度は、建設改良事業として配水管埋設工事等を実施し、延べ 4,372ｍの配水管を布設しました。 

  業務量では、給水戸数が 50,102戸で、給水人口は 119,595人になりました。年間配水量は 12,961千

ｍ3で前年度より 215千ｍ3減少し、一日最大配水量は 39,555ｍ3で前年度より 255ｍ3減少しました。有収

水量は前年度に比べ 221千ｍ3減少して 12,340千ｍ3で、有収率は前年度に比べ0.1ポイント減の 95.2％

となりました。 

  費用総額では、前年度より 68,118千円減少の 2,839,242千円で、給水量１ｍ3当りの原価は前年度よ

り 1円72銭増加して 209円00銭になりました。 

  一方収益では、水道料金が前年度より 53,643千円減少して 2,578,270千円となり、収入合計は 

2,891,202千円となりました。１ｍ3当りの料金収入では前年度より 59銭減少して 208円94銭となり、給

水原価を 6銭下まわりました。収支差引は 51,960千円の純利益となり、前年度繰越利益剰余金 

1,219,833千円を加えた 1,271,793千円を未処分利益剰余金として繰越すことといたしました。  

  以上概要について申し上げましたが、今後も安定した給水収益の確保に努めてまいります。 

 

  (2) 経営指標に関する事項 

 令和4年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、給水人口の減少によ

る給水収益の減少により、1.31ポイント減の 111.81％となりましたが、健全経営の水準とされる 100％

を上回っています。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、1.07ポイント減の 110.82％となりま

したが、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる 100％を上回っています。 

 一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、0.56ポイント増の 55.54％、

法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は、2.16ポイント増の 19.43％と施設の老

朽化が進んでいるのに対して、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は、0.12ポイント

増の 0.72％となりました。今後の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き計画的な施

設更新を行ってまいります。 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

経常収支比率 112.53％ 112.28％ 109.95％ 113.12％ 111.81％ 

料金回収率 111.22％ 111.19％ 108.34％ 111.89％ 110.82％ 

有形固定資産減価償却率 52.77％ 53.94％ 54.94％ 54.98％ 55.54％ 

管路経年化率 13.43％ 14.29％ 15.23％ 17.27％ 19.43％ 

管路更新率 0.27％ 0.53％ 0.74％ 0.60％ 0.72％ 

 




















































